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第１回緑の広域計画検討小委員会 議事要旨 

日時：令和８年６月４日(木)10:00～12:00 

場所：ひょうご女性交流館 301会議室 

 

１ 出席者（敬称略） 

赤澤 宏樹（兵庫県立大学 自然・環境科学研究所 教授） 

澤木 昌典（大阪大学 大学院工学研究科 名誉教授） 

龍見 奈津子（一般社団法人 宝塚にしたに里山ラボ 代表理事） 

馬場 美智子（兵庫県立大学 大学院減災復興政策研究科 教授） 

松尾 薫（大阪公立大学 大学院農学研究科 准教授） 

※過半数（７名中５名）の委員の出席により小委員会は成立 

 

２ 議事 

(1) 緑の広域計画検討小委員会の設置について 

(2) 緑の広域計画の策定に向けて 

 

３ 主な意見（要旨） 

(1) 緑の広域計画検討小委員会の設置について 
（事務局説明：資料１－１緑の広域計画検討小委員会の設置について、資料１－２緑の広域計画検討小委

員会設置要綱、資料１－３まちづくり審議会への諮問文） 

【各委員】 

（意見なし） 

 

(2) 緑の広域計画の策定に向けて 

◇「緑の広域計画」及び兵庫県の緑の現状について 
（事務局説明：資料２「緑の広域計画」について、資料３兵庫県の緑の現状について） 

【委員】 

都市緑地法の緑地の定義には水辺地も含まれている。兵庫県南部のベイエリアでは、

自然豊かな地域ではないが工業地域だったところを都市環境保全型に変えていく検討

がされている。神戸市では、みなと緑地 PPP 制度の全国初の認定を受けて緑地が整備

された。ベイエリアではそういうことを進めていく計画もあるので、ため池、河川、

海辺といった水辺地を重視した計画にすると、他の都市開発との接続がしやすくなる

と思う。 

地区別計画をどう区分するかには、都市計画区域マスタープランの地域と対応させ

て、中身は流域等で考えていくのかなと思う。市町の緑の基本計画とどこまで接続さ

せるか。愛知県と名古屋市の計画は接続しているが、兵庫県と神戸市で接続できるの

か。他の市町の細かな位置付けも見ながらどう繋げていくか。あまり意識されていな

いことを広域計画で位置付けて、保全や活用を促していくような接続もあると思う。 
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広域計画の中で他府県との繫がりを考えることはあまりないが、他府県も含めた接

続についても一定考慮してはどうか。 

草地の扱いにも留意してほしい。とくに農地は他部署の管轄であることや法律も異

なることもあり、緑地計画ではあまり扱われない。方針を立てて国の施策を流してい

ることが多く、独自施策は少ない。あるいは、全く扱われないことがほとんどである。

兵庫県の特性を踏まえると、どうしたらよいか考えてみてはどうか。 

【事務局】 

地区別計画は都市計画区域マスタープランの７地域で検討したい。それをどう繋げ

ていけるかは今後検討したい。水辺と農地についても今後の検討としたい。 

【委員】 

関連して林地についても検討してもらいたい。 

 

【委員】 

グリーンインフラには防災への活用の視点もある。土砂災害や火災、クマ被害など、

災害に関する視点をどの程度考えているか。 

流域治水の話もあるが、土地利用に関することは市町との連携が大事である。今後

の検討事項だと思うが、もし考えていることがあれば教えてもらいたい。 

【事務局】 

グリーンインフラでの防災の視点はとても重要と考えており、今後検討していきた

い。調査については今後支援業務の受注者とも協議していきたい。 

 

【委員】 

土地利用計画について、資料２(p.5)の関連計画との関係図には記されていないが、

兵庫県は緑豊かな地域環境の形成に関する条例、緑条例で、1990年代から全県土を対

象に都市計画区域外も含めて地域ごとに土地利用計画を定めている。森を守る区域や

森を生かす区域などの基本的な４区分とともに様々な展開もされている。関連計画と

して入れておいてもいいと思う。 

 

【委員】 

実際兵庫県下のどういうところで緑の量が減っているのか。今はどちらかと言うと、

緑の量を増やしていくというよりは、緑の質をどう高めていくかという話になってい

る。減っているところがあるならば対応が必要であり、計画に位置付けた方がいいと

思う。 

計画で位置付けていく緑のネットワーク性について、兵庫県として今後どうしてい

くかということが示されたらよいと思う。同時に同じレベルで進めていくことは大変

なので、優先順位を付けるわけではないが、そういうことが見える計画が必要なのか

と思う。 

【事務局】 
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今回実施予定の緑被率の算定手法とは異なるが、令和５年度に実施した緑被状況調

査では平成 30年度と比較しており、緑被率が増加したところは神戸市や播磨町、減少

したところは加西市や太子町という結果であった。地域によって増減の違いがある。 

 

【委員】 

資料２(p.4)の「緑の広域計画に概ね定めるものとされる事項」について、個別施策

の「５ 町村の区域内の緑地保全地域内における行為の規制又は措置の基準」と「６ 

特別緑地保全地区内における土地の買入れ及び買い入れた土地の管理に関する事項」

は、県内に該当する地域が無いということだが、この小委員会では取り扱わないとい

うことか。 

県が主導して市町の緑地施策を先導する計画であれば、緑地保全地域や特別緑地保

全地区の指定を増やしたり複数地域での連携などについて県が踏み込むようなことが

出てきたら、検討事項として挙がってくるという理解でよいか。それとも基本的には

市町に任せて、複数の地域に跨るということがあれば県が出ていくようなイメージか。 

【事務局】 

現時点では指定区域が無いが、今後そうした地域指定について検討する可能性が無

いことはないので、ポテンシャルがあれば一定程度の範囲で計画に盛り込むことも必

要かと考える。 

 

【委員】 

市町との関与について、県が非線引きを進めていることについてお聞きしたい。 

【事務局】 

進めているというわけではない。市街地が若干点在化している市が３市程度あり、

その一つの加西市が先導的に線引き廃止を実施されたという状況である。 

【委員】 

市街化調整区域でできないことが多いということで地元要望が多くあり、住宅整備

などの許可申請の負担の重さを軽減するなど、人口減少の中で質を高めていくような

まちづくりの緩和策を進めていくための一つの方法として非線引きを選んだのだと思

う。利便性がまあまあよい加西市や太子町は、地区計画等の制度で工場を誘致して、

働く場所と農業と住むところのバランスを取ろうとしているところであり、もしかし

たら緑地が減っている傾向があるのかもしれない。 

【事務局】 

地区計画によってどこまで減っているかの詳細は分からないが、県は加西市の動向

を見守っているという姿勢である。 

【委員】 

工場立地法で敷地の 20％以上の緑化という基準があるが、条例によって５％や０％

にしている自治体もある。そうすると山林や緑地が減っていくことになる。現時点で

は都市計画審議会で指導しており、沿道緑化など適切に質を高めることとセットで認
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めている。もし非線引きが今後増えていくと、広域的に重要なところやまちの骨格と

なる緑が無くなる可能性もある。今緑の基本計画がない市町もあり、広域計画を引用

して指導できるような配慮はあってもよいのではないかと思う。 

【事務局】 

東播都市計画地域の市町で緩和が認められるということで線引きの廃止について議

論されている。小野市と三木市は線引きを廃止しないが、加東市と西脇市では検討が

進められている。緑地や農地の問題があるが、土地利用は大きく変化させないことを

大前提として規定されている。各市では調整区域の中で土地利用計画を定めているの

で、緑が大きく削られたり、自然環境が破壊されたり、乱開発に繋がるようなことは

行われないような仕組みにはなっている。手続きはしやすくなるが、土地利用規制は

しっかりしている。各市町が策定している都市計画マスタープランと緑の基本計画は

整合をとるように、広域計画の中でしっかり謳っていきたい。 

【委員】 

県は特別指定区域などをうまく使いながら誘導していくと理解しているが、都市的

土地利用の場所を増やすとなれば、緑地が減る可能性は出てくると思う。 

【委員】 

線引きの廃止について、各自治体の事情は理解できなくはない。緩和しなくてはい

けないという動きを止めるのは難しいが、全てが緩い考え方になるのはよくない。オ

ランダなどの海外では、広域計画の中で自治体の工場立地の計画に関与できる機能が

あり、県や市町の様々な担当者が集まって協議できる場があると聞いている。規則を

作らなくてもいいと思うので、そういう協議の場を設けておくことが重要である。今

もあると思うが実効性が疑問であり、決めた内容で抵触するようなところがあれば関

与できる仕組みがほしい。 

【事務局】 

市街化調整区域でこれまであった土地利用の制限について、手続きは簡素化される

が、土地利用計画から外れる開発は認めないことを条例でも縛っていくなどの運用が

加西市では始まっている。加東市や西脇市では、県の都市計画課や都市計画審議会に

も諮りながら仕組み作りの検討を進めている。 

 

◇緑被率調査について 
（事務局説明：資料４緑被率調査について） 

【委員】 

緑被率は広域計画の基礎データになるとともに、数値目標という形で出てくる可能

性もある。調査は何年時点のデータか。 

【事務局】 

2024 年時点のデータである。2020 年時点のデータもあるが、それ以前のものはな

い。 

【委員】 

作業は 2024年時点のデータを用いるのか。今後の公表予定はどうか。 
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【事務局】 

２ヶ年おきに公表されている。今回は 2024年時点のデータを使う予定である。 

【委員】 

細かいところはテクニカルな話になってしまうが、こういう形でデータを集めてい

くことをお願いしたい。また、数字が出てきた際に、この場でご意見ご質問をいただ

きたい。 

 

◇緑の広域計画の策定に向けて 
（事務局説明：資料５緑の広域計画の策定に向けて） 

【委員】 

「計画の構成イメージ案」について、国の基本方針でも支援の方策について記載す

るように示されており、それが第５章「緑の保全・創出に関する取組方針と施策」に

入ってくるのだと思う。花緑創造プラン小委員会で話し合われていたこととして、制

度がないときは新たに保全する区域を定めたり、創出していこうとしていたが、今は

色々な支援方策を打ち出しても、既に実施されていて、その後の支援が無いから大変

だという話をよく聞く。なので、この第５章では、新たに立ち上げた後、複数年度、

長期にわたって進めていける仕組みを持つことも一つのポイントになると思う。 

各地域や県全域での緑被率の算定に加えて、どういう固まりの緑があり、それがど

ういう区域や市町を貫いているか、他府県とつながっているのかということを、色ん

な線を引いて見方を提示されると思う。そういうデータを作ってもらうと、次回以降、

第７章「地域別 緑の特性と取組方針」を考える時に議論がしやすくなると思う。 

【事務局】 

今後反映するように考えていきたい。 

 

【委員】 

資料２(p.4)の「緑の広域計画に概ね定めるものとされる事項」では、方針と施策が

２と３で分かれているが、資料５(p.1)の「計画の構成イメージ案」では第５章で方針

と施策がセットになっている。今後の議論になると思うが、内容が盛り沢山になると

思うので、ここを整理した方がよいかもしれない。その中には、民間や住民による緑

化や保全に関する支援といったソフトメニューが出てくると思う。 

【事務局】 

「ひょうご花緑創造プラン」で一定示しているものもあるが、持続性の課題や緑の

ネットワーク・繫がり、各市町間の連携、都市と農村の連携といった視点を入れなが

ら検討していきたい。 

【委員】 

配置方針や大きな骨格に関わることが第４章「緑の配置方針」にでてくるので、複

数の市町に関係する緑はこういうところだと言えるようになると思う。 

 

【委員】 
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防災・減災や流域治水ということが新たに加わると思うが、都市計画や河川等との

連携が必要になると思う。方針や施策を考える際に、他部局との連携は検討されてい

るか。 

【事務局】 

緑の持つ機能・効果の視点から防災・減災、環境への影響などは施策として盛り込

んでいくが、多岐にわたる関係機関がいる。一定作り上げた段階で各関係課にヒアリ

ングして、その意見等を反映しながら作っていきたい。 

 

【委員】 

「計画の対象区域」について、都市緑地法は都市計画区域が対象なので、主に都市

部が対象となるが、この広域計画では、「ひょうご花緑創造プラン」と同じく県全域と

掲げている。私も緑条例など県全域で進めている先進事例があり、そういったものを

活かしていくのであれば県全域を対象とするのがよいと思う。しかし、都市計画区域

外を扱うことになるので、都市緑地法の枠組みに収まりきらない部分をしっかり扱う

ことができるのかということが懸念としてある。国の基本方針として掲げる３つの個

別目標は、カーボンニュートラル都市、ネイチャーポジティブを実現した都市、Well-

beingが実感できる都市と、「都市」という言葉が使われているが、これを兵庫県全域

に広げた時に齟齬が生じないかと思う。カーボンニュートラルについても都市部の話

だけでなく、森林面積の広い兵庫県ならではの都市と農村の関係を利用した持続可能

性のあり方みたいな話に繋がるかもしれない。ネイチャーポジティブについても都市

部だけでがんばらずに、それ以外のところでの生物多様性の保全やクマの問題など、

人と自然の共生について色んな課題が生じているので、そういうあたりまでどう扱っ

ていくかがでてくるのではないか。Well-beingについては都市部、農村部それぞれで

も扱えそうに思えるが、カーボンニュートラルやネイチャーポジティブについての目

標を考えた時に、広域計画にどう落とし込んでいくのかは考え方の整理がいると思う。

懸念点はあるが、県全域を対象にする方が意欲的なプランになってよいと思う。 

【事務局】 

兵庫県は但馬や島、都会など異なる特色を持つ地域があり、広域計画としてどうう

まくまとめるかは大きな課題だと考えている。まとめ方や、章立てについても変えて

いくことも含めてご意見をいただきながら対応していきたい。 

 

【委員】 

これまでの市町の緑の基本計画には、国の基本方針の３つの個別目標はあまり強く

示されていないと思う。各市町はこの３つの個別目標や気候変動などを意識して今後

改定していくと思うので、それを県としてうまく誘導できるような形になるとよい。

市町がそういう風に変わってきても、県の計画と整合が取れる、県の計画に先行的に

位置付けられている必要があるのかなと思う。市町においてカーボンニュートラルや

ネイチャーポジティブがどう扱われるかということも情報収集しながら、県が先行的
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に走ればいいと思う。 

【事務局】 

策定段階で各市町へのヒアリングを実施する予定である。 

 

【委員】 

国でも生物多様性を保全しながら再生エネルギーを進めるように言われているが、

太陽光パネルが森林やため池に整備されていることが多くなっているが、本計画では

どう扱っていくのか。県でも条例による許可制等が始まったことも考えると、無駄な

森林伐採は無くなっていくのかなと思う。 

宝塚市の雲雀丘において、太陽光パネルの開発が頓挫した後、民間事業者や個人が

買い取り、寄付した緑地を市が都市緑地として指定し、保全した優良な事例がある。

そういった動きをどうキャッチするか。可能なら主だった保全団体の方々にもヒアリ

ングしてはどうか。代表しては龍見委員からもご意見いただけると思うが、各地域特

有の事情が何かあるかもしれない。 

WEBアンケートは地区別以外にできれば世代別も取るとよいのかなと思う。 

【事務局】 

県は条例で森林伐採による太陽光パネルの整備は制限していこうとしており、そう

いう開発は縮小しているところはあると思う。一方で、個人住宅や工場の屋根への太

陽光パネルや自然エネルギーの活用は促進している動きはある。 

各市町において緑地の保全事例や増やしていく好事例はあると思う。各市町にヒア

リングしていく中で、繫がりのある団体にも話を聞くことができれば、計画への反映

やトピックとして入れ込んでいきたいと思う。 

 

【委員】 

私の活動しているところは市街化調整区域であり、活用と保全を必死に頑張ってい

る地域である。カフェも中々できないので線引きをやめようかという話もあったが、

今のまま弾力的な運用でやっていこうとなった。 

地域の高齢化率が 50％を超えている限界集落であり、保全について都会の人の力に

頼らないと守っていけないのかなという話をしているところなので、都市と農村の繫

がりを計画に入れていただけるとありがたい。 

保全団体の高齢化が進んでおり、団体の継承は中々難しいと感じているが、退職さ

れた方が新たな担い手として加入された事例もあるので、今後担い手になる方への普

及についても入れてもらいたい。 

【事務局】 

保全していくには担い手の問題が大きい。里山づくりや災害に強い森づくりを進め

ていくうえでも地元の担い手が必要だが、高齢化で中々担えないという現状があり、

関係人口を増やしていくことは大きな視点だと考えている。地域の連携や魅力づくり

なども、方針や施策の中でフォローしていきたいので、またご意見いただきたい。 



－8－ 

【委員】 

企業との関わりも増えてきている。神戸市は里地・里山の保全・再生活動に関する

協定を企業と締結する取組みを始めた。堺市では、工場緑化の面積を基準以上取れな

い場合、ミティゲーションということで、南部丘陵の里山の管理に係る費用を負担す

ることで代用するということを独自に約 10 年前から行っている。（「工場立地法にお

ける敷地外緑地制度」）。企業は ESG投資など環境に目が向いてきているので、そうい

うことも活用できたらいい。 

 

【委員】 

資料５(p.6)の「評価指標」について、これは新たに検討する指標としてあげている

ものか。単純に量を増やすのではなく、今されている活動がより充実しているかして

いないか、持続可能性など数値で示すのが難しい部分もある。また広域的な評価とし

てどういう指標がいいかイメージしにくいところがある。計画の内容とあわせて評価

指標についてもこの委員会で議論できたらいいと思う。 

【委員】 

「ひょうご花緑創造プラン」の現行の３つの指標のうち２つは「緑地の割合」と表

現しているが、今回調査する「緑被率」で目標を掲げるかどうかということもある。 

【事務局】 

国の基本方針で、広域計画で定めることが望ましい「緑地の保全及び緑化の目標」

として様々な指標の観点が書かれているが、その中で明確に記されている「緑被率」

は一つの指標になるだろうと考えている。どういう指標を立てていけるか今後委員会

の中で議論していきたい。 

 

【委員】 

令和９年度から令和 18年度までの 10年間とする「計画期間」や、水辺や山林など

を含む「計画における緑の概念」についてもこれでよいか。 

【各委員】 

（異論なし） 

 

【委員】 

次回委員会は 10 月頃の予定であり、計画の骨子から緑の配置方針までの叩き台が

提示される。 

今後議論するにあたって必要と考えられる資料や事例調査等の要望があれば、事務

局に連絡してもらいたい。 

 

 

以上 


